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１．用語解説 

○南海トラフ巨大地震 
南海トラフ巨大地震とは、駿河湾から東海地方、紀伊
半島、四国にかけての南方沖約 100km の海底をほぼ
東西 走 長 700km  細長 溝 南海     震
源域として発生が想定されるマグニチュード 9 クラスの巨
大地震を言う。 

○東南海・南海地震 
 東南海地震    遠州灘西部  紀伊半島南端 
での地域で発生する地震のこと。 
「南海地震」とは、紀伊半島から四国沖で起こる地震の
ことをいう。東南海・南海地震はこれまで過去に 100 
150 年間隔 繰 返 発生     今世紀前半 発
生する可能性が高いと予想されている。 

○耐震改修促進法 
阪神 淡路大震災 教訓    平成 7 年 12 月 25
日に「耐震改修促進法  施行   新耐震基準 満
たさない建築物について積極的に耐震診断や改修を進
めることとされた。 
その後、平成 17 年 11 月 7 日に改正耐震改修促進
法が公布され、平成 18 年 1 月 26 日 施行    
大規模地震 備  学校 病院   建築物 住宅
の耐震診断・改修を早急に進めるため、数値目標を盛
り込んだ計画の作成が都道府県に義務づけられ、市町
村     努力義務 規定    
   東日本大震災 受  再度 平成 25 年 11 月
25 日 施行   改正耐震改修促進法   病院 
店舗 旅館等 不特定多数 方 利用  建築物及
 学校 老人   等 避難 配慮 必要   方 
利用  建築物   大規模   や、都道府県等が
指定  避難路沿道建築物等について、耐震診断を
行 報告    を義務付けし、その結果を公表するこ
          耐震改修 円滑 促進      
耐震改修計画の認定基準が緩和され、対象工事が拡
大  新  改修工法 認定可能    容積率 建
  率 特例措置 講     

○耐震改修促進計画 
都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区
域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図
るための計画を定めるものとし、市町村は、都道府県耐

震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の
建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための
計画を定めるよう努めるものとされている。 

○総合計画 
市の現状と背景をふまえて、将来のまちづくりのための課
題を検討し、まちづくりの目標と、これを実現するために
施策の基本的な方向を示された計画。

○地域防災計画 
地震や風水害などの大きな災害の発生に備え、災害の
予防 災害 発生  場合 応急対策 復旧対策 
行     災害対策基本法  基   地方公共団体
等 処理   防災上 義務 事務 定  計画 

○耐震診断 
住宅 建築物 地震 対    程度被害 受 るの
かといった地震に対する強さ、地震に対する安全性を評
価すること。 

○耐震改修 
現行 耐震基準 適合   建築物 地震 対  
安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕、模様
替 若   一部の除却又 敷地 整備 行   。 

○耐震基準 
現行 耐震基準は、「新耐震基準」と呼ばれているもの
で、1981 年（昭和 56 年）の建築基準法の大改正
以降 数度 見直  行     。 

昭和 25 年
建築基準法 
制定 

建築基準法施行令 構造基準 定
められる 
（許容応力度設計 導入   ） 

昭和 34 年
建築基準法 
改正 

防火規定が強化
 木造住宅     、壁量規定 
強化された 
床面積    必要壁長   軸
組 種類 倍率 改定   

昭和 46 年
建築基準法 
施行令改正 

昭和 43 年 十勝沖地震 教訓  
鉄筋コンクリート造の柱のせん断補強
筋規定が強化 
 木造住宅     、基礎はコンクリ
ート造又は鉄筋コンクリート造の布
基礎    風圧力 対  見附
面積 応  必要壁量 規定 
設けられた 
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昭和 56年
建築基準法 
施行令改正

新耐震基準
昭和 53 年 宮城県沖地震後 耐
震設計基準が大幅に改正され、新耐
震設計基準が誕生した 
この、新耐震設計基準による建築物
は、阪神大震災においても被害は少
なかったとされている 
これを境に、「昭和 56 年 5 月以前の
耐震基準の建物」や「昭和56年6月
以降 新耐震基準   建物    
た表現がされるようになる 
 木造住宅     、 
壁量規定 見直  行   
構造用合板やせっこうボード等の面
材を張った壁などが追加され、床面
積    必要壁長   軸組 
種類 倍率 改定   

昭和 62 年
建築基準法 
改正 

準防火地域での木造３階建ての建
築が可能となる 

平成 7年
建築基準法 
改正 

接合金物等 奨励

平成 7年
耐震改修促
進法 
制定 

平成 7 年 兵庫県南部地震（阪
神 淡路大震災） 契機  現行 
耐震基準に適合しない既存建築物
 耐震改修 促進      制度
化   法律

平成 12 年
建築基準法 
改正 

一般構造に関する基準の性能規定
化や構造強度 係 基準 整備、防
火に関する基準の性能規定化等が
行   
木造住宅     
1)地耐力 応  基礎 特定 地
盤調査が事実上義務化 

2)構造材とその場所に応じて継手・仕
口の仕様を特定 

3)耐力壁 配置     計算 必
要となる 

○住宅 土地統計調査
我 国 住宅 関      基礎的 統計調査 住
宅及 世帯 居住状況 実態 把握    現状 推
移を、全国及び地域別に明らかにすることを目的に、総
務省統計局 5 年   実施     

○旧耐震木造戸建 住宅
昭和 56 年 建築基準法の大改正以前（旧耐震基
準） 建    戸建 木造住宅    

○多数 者 利用  建築物
（特定既存耐震不適格建築物） 
耐震改修促進法で定められている学校・病院・ホテル・
事務所等一定規模以上 多数 人々 利用  建
築物。 
○耐震シェルター
住宅等 一部屋を鉄骨などで補強して、地震の際の緊
急避難場所とし、建築物が倒壊した場合においても、
安全な空間を確保する。 

○高齢者向 住宅
高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリア
   構造等 有  介護 医療 連携 高齢者 支援
       提供  高齢者向 住宅    

○大阪建築物震災対策推進協議会 
大阪府、府内の市町村、建築団体、事業者団体により、
府内 建築物等 耐震対策 推進     設立  
た協議会。 

○まちまる支援事業 
安心  木造住宅 耐震診断 耐震設計及 耐震改
修 一括  行     要件 満  登録事業者を、
まちまるごと耐震化支援事業登録事業者として公表す
るとともに、自治会等、事業者等、府及び市町村が一
体     木造住宅 耐震化 普及啓発 行  府
民 自主的 耐震化 促進     目的      

○建築物の地震に対する安全性の認定 
所管行政庁    耐震性 確保     旨 認定
 受  建築物      旨 表示   制度。 

（表示    見本）
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２．関係法令 

建築物 耐震改修 促進 関  法律（平成 7年 10 月 27 日法律第 123 号）
最終改正 平成 26年 6 月 4日法律第 54号 
第一章 総則 
（目的） 
第一条   法律  地震   建築物 倒壊等 被害  国民 生命 身体及 財産 保護   
め、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を
図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。 
（定義） 
第二条   法律     耐震診断    地震 対  安全性 評価        
２   法律     耐震改修    地震 対  安全性 向上 目的    増築 改築 修繕 
模様替若   一部 除却又 敷地 整備         

３   法律     所管行政庁    建築主事 置 市町村又 特別区 区域     当該市
町村又 特別区 長      他 市町村又 特別区 区域     都道府県知事     
   建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条 二第一項又 第九十七条 
三第一項 の規定   建築主事 置 市町村又 特別区 区域内 政令 定  建築物    
は、都道府県知事とする。 
（国 地方公共団体及 国民 努力義務）
第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進するた
め、当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 国及 地方公共団体  建築物 耐震診断及 耐震改修 促進 図    資金 融通又  
    資料 提供  他 措置 講    努        

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修 促進 関  国民 理解 協力 得    
建築物 地震 対  安全性 向上 関  啓発及 知識 普及 努        

４ 国民  建築物 地震 対  安全性 確保         向上 図   努        
第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等 
（基本方針） 
第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以
下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 
二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 
三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 
四 建築物 地震 対  安全性 向上 関  啓発及 知識 普及 関  基本的 事項
五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築
物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項 

３ 国土交通大臣  基本方針 定  又    変更      遅滞      公表       
ない。 

（都道府県耐震改修促進計画） 
第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改
修の促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものとする。 

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 
二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事
項 

三 建築物 地震 対  安全性 向上 関  啓発及 知識 普及 関する事項 
四 建築基準法第十条第一項 から第三項    規定   勧告又 命令  他建築物 地震 
対  安全性 確保  又   向上 図    措置 実施     所管行政庁  連携 関
する事項 

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 
３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を
記載することができる。 
一 病院 官公署  他大規模 地震 発生  場合      利用 確保     公益上必
要 建築物 政令 定         既存耐震不適格建築物（地震 対  安全性 係 
建築基準法又    基  命令若   条例 規定（以下 耐震関係規定     ） 適合 
ない建築物で同法第三条第二項 の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。）であるもの
（  地震 対  安全性 明          政令 定  建築物（以下 耐震不明建築
物     ） 限  ）     耐震診断 行   及 耐震改修 促進 図  とが必要と認め
られる場合 当該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関
する事項 

二 建築物 地震    倒壊  場合      敷地 接  道路（相当数 建築物 集合  
又 集合     確実 見込   地域 通過  道路  他国土交通省令 定  道路（以
下 建築物集合地域通過道路等     ） 限  ） 通行 妨  市町村 区域 越  相当
多数 者 円滑 避難 困難      防止     当該道路   敷地 接  通行障害
既存耐震不適格建築物（地震    倒壊  場合      敷地 接  道路 通行 妨  
多数 者 円滑 避難 困難              政令 定  建築物（第十四条第三
号     通行障害建築物     ）    既存耐震不適格建築物         以下同
  ）     耐震診断 行   又   促進 図  及 耐震改修 促進 図    必要 
認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物 敷地 接  道路 関  事項及 
当該通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物      限  ） 係 耐震診断
の結果の報告の期限に関する事項 

三 建築物が地震    倒壊  場合      敷地 接  道路（建築物集合地域通過道路
等 除  ） 通行 妨  市町村 区域 越  相当多数 者 円滑 避難 困難      
防止     当該道路   敷地 接  通行障害既存耐震不適格建築物 耐震診断及 
耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物 敷
地 接  道路 関  事項

四 特定優良賃貸住宅 供給 促進 関  法律（平成五年法律第五十二号 以下 特定優良
賃貸住宅法     ）第三条第四号 に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部につい
 確保         特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第六条 規定  特定優
良賃貸住宅    以下同  ） 活用  第十九条 規定  計画認定建築物   住宅 耐
震改修 実施 伴 仮住居 必要   者（特定優良賃貸住宅法第三条第四号 に規定する
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資格を有する者を除く。以下「特定入居者」という。）に対する仮住居を提供することが必要と認めら
れる場合 特定優良賃貸住宅 特定入居者 対  賃貸 関  事項

五 前項第一号 目標 達成     当該都道府県 区域内    独立行政法人都市再生
機構（以下 機構     ）又 地方住宅供給公社（以下 公社     ）   建築物 耐
震診断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診断及
び耐震改修の実施に関する事項 

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするときは、
当該事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者（所有者以外に権原に基づきその建築物を使
用  者         者及 所有者） 意見 聴          

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとするときは、
当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。 

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、当該
都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。 

７ 第三項  前項   規定  都道府県耐震改修促進計画 変更    準用   
（市町村耐震改修促進計画） 
第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診
断及び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」という。）を定めるよう
努めるものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 
二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 
三 建築物 地震 対  安全性 向上 関  啓発及 知識 普及 関  事項
四 建築基準法第十条第一項   第三項   規定   勧告又 命令  他建築物 地震 
対  安全性 確保  又   向上 図    措置 実施     所管行政庁  連携 関
する事項 

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 
３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記
載することができる。 
一 建築物 地震    倒壊  場合      敷地 接  道路（建築物集合地域通過道路
等 限  ） 通行 妨  当該市町村 区域    多数 者 円滑 避難 困難      
防止     当該道路   敷地 接  通行障害既存耐震不適格建築物     耐震診
断 行   又   促進 図  及 耐震改修 促進 図    必要 認    場合 当該
通行障害既存耐震不適格建築物 敷地 接  道路 関  事項及 当該通行障害既存耐
震不適格建築物（耐震不明建築物      限  ） 係 耐震診断 結果 報告 期限 
関する事項 

二 建築物 地震    倒壊  場合      敷地 接  道路（建築物集合地域通過道路
等 除  ） 通行 妨  当該市町村 区域    多数 者 円滑 避難 困難      
防止     当該道路   敷地 接  通行障害既存耐震不適格建築物 耐震診断及 
耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物 敷
地 接  道路 関  事項

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
５ 前二項 規定  市町村耐震改修促進計画 変更    準用   

第三章 建築物の所有者が講ずべき措置 
（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務） 
第七条 次に掲げる建築物（以下「要安全確認計画記載建築物」という。）の所有者は、当該要安全
確認計画記載建築物     国土交通省令 定         耐震診断 行    結果  
次 各号 掲  建築物 区分 応      当該各号 定  期限   所管行政庁 報告 
なければならない。 
一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同号の
規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

二   敷地 第五条第三項第二号 規定   都道府県耐震改修促進計画 記載   道路 
接する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物      限  ） 同号の規定に
より都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

三   敷地 前条第三項第一号 規定   市町村耐震改修促進計画 記載   道路 接 
 通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物      限  前号 掲  建築物 
あるものを除く。） 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された期限 

（要安全確認計画記載建築物 係 報告命令等）
第八条 所管行政庁  要安全確認計画記載建築物 所有者 前条 規定   報告    又 
虚偽 報告       当該所有者 対  相当 期限 定     報告 行  又   報告 
内容を是正すべきことを命ずることができる。 

２ 所管行政庁  前項 規定   命令       国土交通省令 定           旨 公
表しなければならない。 

３ 所管行政庁  第一項 規定   報告 命      場合     過失    当該報告 命
ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反すると認められるときは、その
者 負担     耐震診断 自 行  又   命  者若   委任  者 行          
この場合においては、相当の期限を定めて、当該報告をすべき旨及びその期限までに当該報告をしない
    所管行政庁又   命  者若   委任  者 耐震診断 行   旨        公告
しなければならない。 
（耐震診断の結果の公表） 
第九条 所管行政庁  第七条 規定   報告 受      国土交通省令 定         
当該報告 内容 公表          前条第三項 規定   耐震診断 行  又 行   
ときも、同様とする。 
（通行障害既存耐震不適格建築物 耐震診断 要  費用 負担）
第十条 都道府県  第七条第二号 掲  建築物 所有者  申請        国土交通省令
 定         同条 規定   行   耐震診断 実施 要  費用 負担       
ない。 

２ 市町村は、第七条第三号に掲げる建築物の所有者から申請        国土交通省令 定    
     同条 規定   行   耐震診断 実施 要  費用 負担          
（要安全確認計画記載建築物 所有者 耐震改修 努力）
第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上を図
 必要    認        当該要安全確認計画記載建築物    耐震改修 行   努   
ればならない。 
（要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 
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第十二条 所管行政庁  要安全確認計画記載建築物 耐震改修の適確な実施を確保するため必
要があると認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二
項第三号の技術上の指針となるべき事項（以下「技術指針事項」という。）を勘案して、要安全確認
計画記載建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁  要安全確認計画記載建築物    必要 耐震改修 行       認      
要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることができ
る。 

３ 所管行政庁  前項 規定   指示 受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正当な
理由      指示 従           旨 公表         
（要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等） 
第十三条 所管行政庁  第八条第一項並  前条第二項及 第三項 規定 施行 必要 限度
     政令 定         要安全確認計画記載建築物 所有者 対  要安全確認計
画記載建築物の地震に対する安全性に係る事項（第七条の規定による報告の対象となる事項を除
く。）に関し報告させ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築
物 敷地若   要安全確認計画記載建築物 工事現場 立 入  要安全確認計画記載建築
物 要安全確認計画記載建築物 敷地 建築設備 建築材料 書類  他 物件 検査    
          住居 立 入 場合              居住者 承諾 得       
い。 

２ 前項 規定   立入検査   職員    身分 示 証明書 携帯  関係者 提示    
ばならない。 

３ 第一項 規定   立入検査 権限  犯罪捜査    認       解釈        
（特定既存耐震不適格建築物 所有者 努力） 
第十四条 次 掲  建築物    既存耐震不適格建築物     （要安全確認計画記載建築
物      除  以下 特定既存耐震不適格建築物     ） 所有者  当該特定既存耐震
不適格建築物    耐震診断 行    結果 地震 対  安全性 向上 図 必要    
認        当該特定既存耐震不適格建築物    耐震改修 行   努        
い。 
一 学校 体育館 病院 劇場 観覧場 集会場 展示場 百貨店 事務所 老人     他多
数 者 利用  建築物 政令 定        政令 定める規模以上のもの 

二 火薬類 石油類  他政令 定  危険物    政令 定  数量以上    貯蔵場又 
処理場 用途 供  建築物

三   敷地 第五条第三項第二号若   第三号 規定   都道府県耐震改修促進計画 記
載   道路又 第六条第三項 規定   市町村耐震改修促進計画 記載   道路 接 
 通行障害建築物

（特定既存耐震不適格建築物 係 指導及 助言並  指示等）
第十五条 所管行政庁  特定既存耐震不適格建築物 耐震診断及 耐震改修 適確 実施 
確保    必要    認      特定既存耐震不適格建築物 所有者 対  技術指針事
項 勘案   特定既存耐震不適格建築物 耐震診断及 耐震改修    必要 指導及 助
言をすることができる。 

２ 所管行政庁  次 掲  特定既存耐震不適格建築物（第一号  第三号   掲  特定既
存耐震不適格建築物      地震 対  安全性 向上 図    特 必要      政令
 定        政令 定  規模以上    限  ）について必要な耐震診断又は耐震改修
 行       認      特定既存耐震不適格建築物 所有者 対  技術指針事項 勘

案して、必要な指示をすることができる。 
一 病院 劇場 観覧場 集会場 展示場 百貨店  他不特定  多数 者 利用  特定既
存耐震不適格建築物 

二 小学校 老人     他地震 際 避難確保上特 配慮 要  者 主   利用  特定
既存耐震不適格建築物 

三 前条第二号 掲  建築物   特定既存耐震不適格建築物
四 前条第三号 掲  建築物   特定既存耐震不適格建築物

３ 所管行政庁  前項 規定   指示 受  特定既存耐震不適格建築物 所有者  正当 
理由      指示 従           旨 公表         

４ 所管行政庁  前二項 規定 施行 必要 限度     政令 定         特定既存
耐震不適格建築物 所有者 対  特定既存耐震不適格建築物 地震 対  安全性 係 事
項 関 報告   又   職員  特定既存耐震不適格建築物 特定既存耐震不適格建築物 
敷地若   特定既存耐震不適格建築物 工事現場 立 入  特定既存耐震不適格建築物 
特定既存耐震不適格建築物 敷地 建築設備 建築材料 書類  他 物件 検査      
できる。 

５ 第十三条第一項   書 第二項及 第三項 規定  前項 規定   立入検査    準用   
（一定 既存耐震不適格建築物 所有者 努力等）
第十六条 要安全確認計画記載建築物及 特定既存耐震不適格建築物以外 既存耐震不適格
建築物 所有者  当該既存耐震不適格建築物    耐震診断 行  必要 応  当該既存
耐震不適格建築物    耐震改修 行   努          

２ 所管行政庁  前項 既存耐震不適格建築物 耐震診断及 耐震改修 適確 実施 確保  
  必要    認      当該既存耐震不適格建築物 所有者 対  技術指針事項 勘案 
  当該既存耐震不適格建築物 耐震診断及 耐震改修    必要 指導及 助言      
できる。 
第四章 建築物の耐震改修の計画の認定 
（計画の認定） 
第十七条 建築物 耐震改修       者  国土交通省令 定         建築物 耐震
改修 計画 作成  所管行政庁 認定 申請         

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
一 建築物の位置 
二 建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途 
三 建築物の耐震改修の事業の内容 
四 建築物 耐震改修 事業 関  資金計画
五   他国土交通省令 定  事項

３ 所管行政庁  第一項 申請    場合     建築物 耐震改修 計画 次 掲  基準
に適合すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」という。）をすることがで
きる。 
一 建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるものとし
て国土交通大臣が定める基準に適合していること。 

二 前項第四号 資金計画 建築物 耐震改修 事業 確実 遂行    適切         
三 第一項 申請 係 建築物 建築物 敷地又 建築物若     敷地 部分 耐震関係規
定及び耐震関係規定以外の建築基準法 又    基  命令若   条例 規定 適合   
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かつ、同法第三条第二項 の規定の適用を受けているものである場合において、当該建築物又は建
築物の部分の増築、改築、大規模の修繕（同法第二条第十四号に規定する大規模の修繕をい
う。）又は大規模の模様替（同条第十五号に規定する大規模の模様替をいう。）をしようとするも
        当該工事後  引 続  当該建築物 建築物 敷地又 建築物若     敷
地の部分が耐震関係規定以外の同法 又    基  命令若   条例 規定 適合     
となるものであるときは、前二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事後も、
引き続き 当該建築物 建築物 敷地又 建築物若     敷地 部分 耐震関係規定以外 建
築基準法 又    基  命令若   条例 規定 適合              得   認   
るものであること。 

ロ 工事 計画（二以上 工事 分  耐震改修 工事 行 場合           工事 計
画 第五号 及 第六号     同  ） 係 建築物及 建築物 敷地     交通上 
支障 度 安全上 防火上及 避難上 危険 度並  衛生上及 市街地 環境 保全上 
有害 度 高             

四 第一項の申請 係 建築物 既存耐震不適格建築物   耐火建築物（建築基準法第二
条第九号 二 規定  耐火建築物    ）   場合     当該建築物    柱若  
 壁 設  又 柱若      模様替        当該建築物 同法第二十七条第二項 
第六十一条又 第六十二条第一項 規定 適合                 第一号及 第
二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事に
より、当該建築物が建築基準法第二十七条第二項 第六十一条又 第六十二条第一項 規
定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 次に掲げる基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認められるものであること。 
（１） 工事 計画 係 柱 壁又    構造 国土交通省令 定  防火上 基準 適合 

ていること。 
（２） 工事 計画 係 柱 壁又    係 火災 発生  場合 通報 方法 国土交通省

令 定  防火上 基準 適合       
五 第一項 申請 係 建築物 既存耐震不適格建築物   場合     当該建築物    
増築        当該建築物 建築物 容積率（延 面積 敷地面積 対  割合    ）
に係る建築基準法 又    基  命令若   条例 規定（ 及 第八項     容積率関係
規定」という。）に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次
に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事に
   当該建築物 容積率関係規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるものであ
ること。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認められるもので
あること。 

六 第一項 申請 係 建築物 既存耐震不適格建築物   場合     当該建築物    増
築        当該建築物 建築物 建  率（建築面積 敷地面積 対  割合    ） 
係る建築基準法 又    基  命令若   条例 規定（ 及 第九項     建  率関係規
定」という。）に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲
げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事に

   当該建築物 建  率関係規定 適合              得   認       
あること。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認められるもので
あること。 

４ 第一項 申請 係 建築物 耐震改修 計画 建築基準法第六条第一項 の規定による確認又
は同法第十八条第二項 の規定による通知を要するものである場合において、計画の認定をしようとす
     所管行政庁        建築主事 同意 得         

５ 建築基準法第九十三条  規定 所管行政庁 同法第六条第一項 の規定による確認又は同法第
十八条第二項 の規定による通知を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする
場合について、同法第九十三条の二  規定 所管行政庁 同法第六条第一項 の規定による確認を
要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする場合について準用する。 

６ 所管行政庁 計画 認定       次 掲  建築物 建築物 敷地又 建築物若     
敷地の部分（以下この項において「建築物等」という。）については、建築基準法第三条第三項第三
号 及び第四号 の規定にかかわらず、同条第二項 の規定を適用する。 
一 耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項 の規定の適用を受けている建築物
等であって、第三項第一号の国土交通大臣が定める基準に適合しているものとして計画の認定を受
けたもの 

二 計画の認定に係る第三項第三号の建築物等 
７ 所管行政庁 計画 認定       計画 認定 係 第三項第四号 建築物      建
築基準法第二十七条第二項 第六十一条又 第六十二条第一項 規定  適用    

８ 所管行政庁 計画 認定       計画 認定 係 第三項第五号 建築物      容
積率関係規定  適用    

９ 所管行政庁 計画 認定       計画 認定 係 第三項第六号 建築物      建 
 率関係規定  適用    

10 第一項の申請に係る建築物の耐震改修 計画 建築基準法第六条第一項 規定   確認又 
同法第十八条第二項 規定   通知 要       場合     所管行政庁 計画 認定 
      同法第六条第一項又 第十八条第三項 規定   確認済証 交付         
    場合     所管行政庁    旨 建築主事 通知        
（計画 変更）
第十八条 計画の認定を受けた者（第二十八条第一項及び第三項を除き、以下「認定事業者」とい
  ）  当該計画 認定 受  計画 変更（国土交通省令 定  軽微 変更 除  ）  
         所管行政庁 認定 受          

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 
（計画認定建築物に係る報告の徴収） 
第十九条 所管行政庁  認定事業者 対  計画 認定 受  計画（前条第一項 規定   
変更 認定          変更後    次条    同  ） 係 建築物（以下 計画認定
建築物」という。）の耐震改修の状況について報告を求めることができる。 
（改善命令） 
第二十条 所管行政庁  認定事業者 計画 認定 受  計画 従  計画認定建築物 耐震
改修 行      認      当該認定事業者 対  相当 期限 定     改善 必要 
措置をとるべきことを命ずることができる。 
（計画の認定の取消し） 
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第二十一条 所管行政庁  認定事業者 前条 規定   処分 違反      計画 認定 取
り消すことができる。 
第五章 建築物の地震に対する安全性に係る認定等 
（建築物の地震に対する安全性に係る認定） 
第二十二条 建築物 所有者  国土交通省令 定         所管行政庁 対  当該建築
物について地震に対する安全性に係る基準に適合している旨の認定を申請することができる。 

２ 所管行政庁  前項 申請    場合     当該申請 係 建築物 耐震関係規定又 地
震に対する安全上これに準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していると認めるときは、
その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた者は、同項の認定を受けた建築物（以下「基準適合認定建築物」という。）、
  敷地又   利用 関  広告  他 国土交通省令 定    （次項     広告等  
   ）  国土交通省令 定         当該基準適合認定建築物 前項 認定 受   
る旨の表示を付することができる。 

４ 何人  前項 規定   場合 除    建築物   敷地又   利用 関  広告等  同
項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 
（基準適合認定建築物に係る認定の取消し） 
第二十三条 所管行政庁  基準適合認定建築物 前条第二項 基準 適合       認   
きは、同項の認定を取り消すことができる。 
（基準適合認定建築物に係る報告、検査等） 
第二十四条 所管行政庁  前条 規定 施行 必要 限度     政令 定         第
二十二条第二項の認定を受けた者に対し、基準適合認定建築物の地震に対する安全性に係る事項
 関 報告   又   職員  基準適合認定建築物 基準適合認定建築物 敷地若   基
準適合認定建築物 工事現場 立 入  基準適合認定建築物 基準適合認定建築物 敷地 
建築設備 建築材料 書類  他 物件 検査          

２ 第十三条第一項ただ 書 第二項及 第三項 規定  前項 規定   立入検査    準用
する。 
第六章 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定等 
（区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定） 
第二十五条 耐震診断 行   区分所有建築物（二以上 区分所有者（建物 区分所有等 
関  法律（昭和三十七年法律第六十九号）第二条第二項 規定  区分所有者    以下
同  ） 存  建築物    以下同  ） 管理者等（同法第二十五条第一項 規定   選
任   管理者（管理者       同法第三十四条 規定   集会    指定された区分
所有者）又 同法第四十九条第一項 規定   置   理事    ）  国土交通省令 定
         所管行政庁 対  当該区分所有建築物    耐震改修 行 必要   旨 
認定を申請することができる。 

２ 所管行政庁  前項 申請    場合     当該申請 係 区分所有建築物 地震 対 
る安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していないと認めるとき
は、その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた区分所有建築物（以下「要耐震改修認定建築物」という。）の耐震改修が
建物 区分所有等 関  法律第十七条第一項 規定  共用部分 変更 該当  場合  
ける同項の規定の適用については、同項 中「区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数によ
る集会の決議」とあるのは「集会の決議」とし、同項ただし書の規定は、適用しない。 
（要耐震改修認定建築物 区分所有者 耐震改修 努力）

第二十六条 要耐震改修認定建築物の区分所有者は、当該要耐震改修認定建築物について耐震
改修 行   努          
（要耐震改修認定建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 
第二十七条 所管行政庁  要耐震改修認定建築物 区分所有者 対  技術指針事項 勘案 
て、要耐震改修認定建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁  要耐震改修認定建築物    必要 耐震改修 行       認      
要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることがで
きる。 

３ 所管行政庁  前項 規定   指示 受  要耐震改修認定建築物 区分所有者  正当 
理由      指示 従           旨 公表         

４ 所管行政庁  前二項 規定 施行 必要 限度     政令 定         要耐震改
修認定建築物の区分所有者に対し、要耐震改修認定建築物の地震に対する安全性に係る事項に
関 報告   又   職員  要耐震改修認定建築物 要耐震改修認定建築物 敷地若   
要耐震改修認定建築物 工事現場 立 入  要耐震改修認定建築物 要耐震改修認定建築
物 敷地 建築設備 建築材料 書類  他 物件 検査          

５ 第十三条第一項   書 第二項及 第三項 規定  前項 規定   立入検査    準用
する。 
第七章 建築物 耐震改修 係 特例
（特定優良賃貸住宅 入居者 資格 係 認定 基準 特例）
第二十八条 第五条第三項第四号 規定   都道府県耐震改修促進計画 特定優良賃貸住宅
 特定入居者 対  賃貸 関  事項 記載  都道府県 区域内     特定優良賃貸住
宅法第五条第一項  規定  認定事業者  特定優良賃貸住宅 全部又 一部    特定優
良賃貸住宅法第三条第四号 規定  資格 有  入居者 国土交通省令 定  期間以上確
保             特定優良賃貸住宅法 規定       都道府県知事（市 区域内
      当該市 長 第三項    同  ） 承認 受     全部又 一部 特定入居者
に賃貸することができる。 

２ 前項 規定   特定優良賃貸住宅 全部又 一部 賃貸  場合      当該賃貸借  
借地借家法（平成三年法律第九十号）第三十八条第一項 の規定による建物の賃貸借（国土
交通省令 定  期間 上回   期間 定     限  ）           

３ 特定優良賃貸住宅法第五条第一項 に規定する認定事業者が第一項の規定による都道府県知
事 承認 受  場合    特定優良賃貸住宅法第十一条第一項 の規定の適用については、同
項中 処分        処分又 建築物 耐震改修 促進 関  法律（平成七年法律第百二
十三号）第二十八条第二項の規定」とする。 
（機構 業務 特例）
第二十九条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に機構による建築物の
耐震診断及 耐震改修 実施 関  事項 記載  都道府県 区域内     機構  独立
行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）第十一条 規定  業務    委託 
基   政令 定  建築物（同条第三項第二号 住宅又 同項第四号 施設      限
  ） 耐震診断及 耐震改修 業務 行        
（公社 業務 特例）
第三十条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に公社による建築物の耐
震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、公社は、地方住
宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条 規定  業務    委託    
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住宅 耐震診断及 耐震改修並  市街地    自 又 委託   行  住宅 建設 一体 
  建設  商店 事務所等 用 供  建築物及 集団住宅 存  団地 居住者 利便 供
  建築物 耐震診断及 耐震改修 業務 行        

２ 前項 規定   公社 業務 行   場合   地方住宅供給公社法第四十九条第三号中 第
二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び建築物の耐震改修の促進に
関  法律（平成七年法律第百二十三号）第三十条第一項 規定  業務     
（独立行政法人住宅金融支援機構 資金 貸付 についての配慮） 
第三十一条 独立行政法人住宅金融支援機構  法令及   事業計画 範囲内     計画
認定建築物   住宅 耐震改修 円滑 行      必要 資金 貸付     配慮   
のとする。 
第八章 耐震改修支援センター 
（耐震改修支援センター） 
第三十二条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的とする
一般社団法人又 一般財団法人  他営利 目的    法人     第三十四条 規定  
業務（以下「支援業務」という。）に関し次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請によ
り、耐震改修支援センター（以下「センター」という。）として指定することができる。 
一 職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、支援業
務 適確 実施    適切         

二 前号 支援業務 実施 関  計画 適確 実施   足  経理的及 技術的 基礎 有
するものであること。 

三 役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 
四 支援業務以外 業務 行    場合     業務 行       支援業務 公正な実施
に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

五 前各号 定        支援業務 公正  適確 行               
（指定の公示等） 
第三十三条 国土交通大臣は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたときは、セン
   名称及 住所並  支援業務 行 事務所 所在地 公示          

２         名称若   住所又 支援業務 行 事務所 所在地 変更          変
更      日 二週間前      旨 国土交通大臣 届 出         

３ 国土交通大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 
（業務） 
第三十四条       次 掲  業務 行       
一 認定事業者 行 計画認定建築物   要安全確認計画記載建築物及 特定既存耐震不
適格建築物 耐震改修 必要 資金 貸付  行  国土交通省令 定  金融機関 要請
に基づき、当該貸付けに係る債務の保証をすること。 

二 建築物 耐震診断及 耐震改修 関  情報及 資料 収集 整理及 提供 行    
三 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を行    
四 前三号 掲  業務 附帯  業務 行    
（業務の委託） 
第三十五条 センターは、国土交通大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債務保証
業務     ）   債務 保証 決定以外 業務 全部又 一部 金融機関  他 者 委託
することができる。 

２ 金融機関  他 法律 規定       前項 規定   委託 受  当該業務 行        
（債務保証業務規程） 
第三十六条 センターは、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を定め、
国土交通大臣 認可 受             変更          同様    

２ 債務保証業務規程 定    事項  国土交通省令 定   
３ 国土交通大臣は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な実施
上不適当     認        債務保証業務規程 変更      命         
（事業計画等） 
第三十七条       毎事業年度 国土交通省令 定         支援業務に係る事業計画
及 収支予算 作成  当該事業年度 開始前 （指定 受  日 属  事業年度      
  指定 受  後遅滞  ） 国土交通大臣 認可 受             変更     
るときも、同様とする。 

２       毎事業年度 国土交通省令 定         支援業務 係 事業報告書及 収支決
算書 作成  当該事業年度経過後三月以内  国土交通大臣 提出          
（区分経理） 
第三十八条       国土交通省令 定         次 掲  業務   経理 区分  整
理しなければならない。 
一 債務保証業務及びこれに附帯する業務 
二 第三十四条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 
（帳簿の備付け等） 
第三十九条       国土交通省令 定         支援業務 関  事項 国土交通省令
で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。 

２ 前項 定              国土交通省令 定         支援業務 関  書類 
国土交通省令 定     保存          
（監督命令） 
第四十条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めるとき
       対  支援業務 関 監督上必要 命令          
（センターに係る報告、検査等） 
第四十一条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めると
        対 支援業務若   資産 状況 関 必要 報告 求  又   職員     
  事務所 立 入  支援業務 状況若   帳簿 書類  他 物件 検査   若   関係
者に質問させることができる。 

２ 前項の規定に  立入検査   職員    身分 示 証明書 携帯  関係者 提示    
ばならない。 

３ 第一項 規定   立入検査 権限  犯罪捜査    認       解釈        
（指定の取消し等） 
第四十二条 国土交通大臣は、センターが次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消すこ
とができる。 
一 第三十三条第二項又は第三十七条から第三十九条までの規定のいずれかに違反したとき。 
二 第三十六条第一項 認可 受  債務保証業務規程      債務保証業務 行     
三 第三十六条第三項又 第四十条 規定   命令 違反     



46 

四 第三十二条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。 
五     又   役員  支援業務 関 著  不適当 行為      
六 不正 手段   指定 受     

２ 国土交通大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 
第九章 罰則 
第四十三条 第八条第一項 規定   命令 違反  者  百万円以下 罰金 処   
第四十四条 第十三条第一項、第十五条第四項又は第二十七条第四項の規定による報告をせず、
若   虚偽 報告   又     規定   検査 拒  妨  若   忌避  者  五十万
円以下 罰金 処   

第四十五条 次 各号      該当  者  三十万円以下 罰金 処   
一 第十九条、第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報
告をした者 

二 第二十二条第四項の規定に違反して、表示を付した者 
三 第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 
四 第三十九条第一項 規定 違反   帳簿 備 付   帳簿 記載   若   帳簿 虚
偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

五 第三十九条第二項の規定に違反した者 
六 第四十一条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者 
第四十六条 法人 代表者又 法人若   人 代理人 使用人  他 従業者    法人又
 人 業務 関  前三条 違反行為       行為者 罰       法人又 人 対 
ても各本条の刑を科する。 

附 則 抄 
（施行期日） 
第一条   法律  公布 日  起算  三月 超   範囲内    政令 定  日  施行 
る。 
（機構 業務 特例 係 委託契約 締結  期限）
第二条 第二十九条 規定   機構 委託 基  行 業務  当該委託 係 契約 平成二十
七年十二月三十一日   締結   場合 限 行        
（要緊急安全確認大規模建築物の所有者の義務等） 
第三条 次 掲  既存耐震不適格建築物       地震 対  安全性 緊急 確   必要
   大規模      政令で定めるもの（要安全確認計画記載建築物であって当該要安全確認
計画記載建築物 係 第七条各号 定  期限 平成二十七年十二月三十日以前      
除く。以下この条において「要緊急安全確認大規模建築物」という。）の所有者は、当該要緊急安全
確認大規模建築物     国土交通省令 定         耐震診断 行    結果 同月
三十一日   所管行政庁 報告          
一 病院 劇場 観覧場 集会場 展示場 百貨店  他不特定  多数 者 利用  既存耐
震不適格建築物 

二 小学校 老人     他地震 際 避難確保上特 配慮 要  者 主   利用  既存
耐震不適格建築物 

三 第十四条第二号 掲  建築物   既存耐震不適格建築物
２ 第七条から第十三条までの規定は要安全確認計画記載建築物である要緊急安全確認大規模建

築物であるものについて、第十四条及び第十五条の規定は要緊急安全確認大規模建築物について
は、適用しない。 

３ 第八条、第九条及び第十一条から第十三条までの規定は、要緊急安全確認大規模建築物につい
て準用する。この場合において、第八条第一項中「前条」とあり、並びに第九条及び第十三条第一項
中「第七条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項」とあるのは「同条第三項に
おいて準用する前条第三項」と、第十三条第一項中「第八条第一項」とあるのは「附則第三条第三
項において準用する第八条第一項」と読み替えるものとする。 

４ 前項    準用  第八条第一項 規定   命令 違反  者  百万円以下 罰金 処 
る。 

５ 第三項    準用  第十三条第一項 規定   報告    若   虚偽 報告   又 同
項 規定   検査 拒  妨  若   忌避  者  五十万円以下 罰金 処   

６ 法人 代表者又 法人若   人 代理人 使用人  他 従業者    法人又 人 業務 関
  前二項 違反行為       行為者 罰       法人又 人 対   当該各項 刑 
科する。 

附 則 （平成 8 年 3 月 31 日法律第 21 号） 抄 
（施行期日） 
１   法律  平成 8 年 4 月 1日  施行   

附 則 （平成 9 年 3 月 31 日法律第 26 号） 抄 
（施行期日） 
１   法律  平成 9 年 4 月 1日  施行   

附 則 （平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号） 抄 
（施行期日） 
第一条   法律（第二条及 第三条 除  ）  平成 13 年 1 月 6 日  施行   

附 則 （平成 17 年 7 月 6 日法律第 82 号） 抄 
（施行期日） 
第一条   法律  平成 19 年 4 月 1日  施行   

附 則 （平成 17 年 11 月 7 日法律第 120 号） 抄 
（施行期日） 
第一条   法律  公布 日  起算  三月 超   範囲内    政令 定  日  施行 
る。 
（処分、手続等に関する経過措置） 
第二条   法律   改正前 建築物 耐震改修 促進 関  法律（次項     旧法   
  ） 規定      処分 手続  他 行為       法律   改正後 建築物 耐震改
修 促進 関  法律（以下 新法     ） 規定 相当 規定           規定   
   処分 手続  他 行為     

２ 新法第八条及 第九条 規定    法律 施行後 新法第八条第一項又 第九条第一項 
規定   申請    認定 手続    適用    法律 施行前 旧法第五条第一項又 第
六条第一項 規定   申請    認定 手続        従前 例    
（罰則に関する経過措置） 
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第三条   法律 施行前   行為 対  罰則 適用        従前 例    
（政令  委任）
第四条 前二条 定          法律 施行 関  必要 経過措置  政令 定   
（検討） 
第五条 政府    法律 施行後五年 経過  場合     新法 施行 状況    検討 
加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成 18 年 6 月 2 日法律第 50 号） 抄 
   法律  一般社団 財団法人法 施行 日  施行   
附 則 （平成 23 年 6 月 24 日法律第 74 号） 抄 
（施行期日） 
第一条   法律  公布 日  起算  二十日 経過  日  施行   

附 則 （平成 23 年 8 月 30 日法律第 105 号） 抄 
（施行期日） 
第一条   法律  公布 日  施行   
（罰則に関する経過措置） 
第八十一条   法律（附則第一条各号 掲  規定      当該規定 以下  条    同
  ） 施行前   行為及   附則 規定     従前 例         場合   るこの
法律 施行後   行為 対  罰則 適用        従前 例    
（政令  委任）
第八十二条   附則 規定          法律 施行 関 必要 経過措置（罰則 関  
経過措置 含  ）  政令 定   

附 則 （平成 25 年 5 月 29 日法律第 20 号） 抄（施行期日） 
第一条   法律  公布 日  起算  六月 超   範囲内    政令 定  日  施行 
る。 
（処分、手続等に関する経過措置） 
第二条   法律   改正前 建築物 耐震改修 促進 関  法律 規定      処分 手
続  他 行為       法律   改正後 建築物 耐震改修 促進 関  法律（附則第
四条において「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これらの規定によってした処分、手続
  他 行為     
（政令  委任）
第三条 前条 定          法律 施行 関  必要 経過措置  政令 定   
（検討） 
第四条 政府    法律 施行後五年 経過  場合     新法 施行 状況    検討 
加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成 26 年 6 月 4 日法律第 54 号） 抄 
（施行期日） 
第一条   法律  公布 日  起算  一年 超   範囲内    政令 定  日  施行 
る。
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○特定既存耐震不適格建築物の一覧表 
用 途 特定既存耐震不適格 

建築物の要件 
指示対象となる特定既存 
耐震不適格建築物 要件

耐震診断義務付け 
対象建築物の要件 

学
校

小学校、中学校、中等教育学校の
前期課程若   特別支援学校

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 
※屋内運動場の面積を含む。 

階数２以上かつ 1,500 ㎡以上 
※屋内運動場の面積を含む。 

階数２以上かつ 3,000 ㎡以上 
※屋内運動場の面積を含む。 

上記以外の学校 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上   

体育館 
（一般公共の用に供されるもの） 

階数１以上かつ 1,000 ㎡以上 階数１以上かつ 2,000 ㎡以上 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場その
他これらに類する運動施設 

階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

病院 診療所

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場 

百貨店、マーケットその他の物品販売
業を営む店舗 

階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅 限 ） 寄宿
舎、下宿 
事務所 

老人    老人短期入所施設 福
祉ホーム その他これらに類するもの 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 階数２以上かつ 2,000 ㎡以上 階数２以上かつ 5,000 ㎡以上 

老人福祉     児童厚生施設 身
体障害者福祉センターその他これらに
類するもの 
幼稚園、保育所 階数２以上かつ 500 ㎡以上 階数２以上かつ 750 ㎡以上 階数２以上かつ 1,500 ㎡以上 

博物館、美術館、図書館 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店       料理店      
ブ、ダンスホールその他これらに類するもの 
理髪店 質屋 貸衣装屋 銀行  他 
れら に類するサービス業を営む店舗 
工場（危険物 貯蔵場又 処理場
の用途に供 する建築物を除く。） 
車両 停車場又 船舶若   航空機
の発 着場を構成する建築物で旅客の
乗降又 待 合の用に供するもの 

階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

自動車車庫  他 自動車又 自転
車 停 留又 駐車    施設
保健所、税務署その他これらに類する
公益上必要な建築物 
危険物 貯蔵場又 処理場 用途 
供する建築物 

政令 定  数量以上 危険物
 貯蔵又 処理      建築
物 

階数１以上かつ 500 ㎡以上 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上で
敷地境界線  一定距離以内 
存する建築物 
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３.関係法令 主 改正経緯 府及 市 計画策定の変遷

（１）関連法令 改正経緯
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（２）府及び市の計画策定の変遷 

第
Ⅰ
期

第
Ⅱ
期

大阪府住宅 建築物耐震 10  年戦略   
（平成 18 年 2 月 策定） 

大阪府 藤井寺市

大阪府住宅 建築物耐震 10  年戦略   
（平成 20 年 8 月 改訂） 

大阪府住宅 建築物耐震 10  年戦略   
（平成 23 年 3 月 中間検証）

大阪府住宅 建築物耐震 10  年戦略   
（平成 25 年 11 月 見直 ）

住宅建築物耐震 10  年戦略 大阪
（平成 28 年 1 月 策定） 

藤井寺市耐震改修促進計画
（平成 19 年 12 月 策定）

藤井寺市耐震改修促進計画
（平成 29 年 2 月 改定） 
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南海   巨大地震（震度分布） 南海トラフ巨大地震（液状化の可能性）

４．被害想定 
（１）南海トラフ巨大地震による被害想定 
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被害想定 

想定地震 
項  目 

南海トラフ巨大地震 

地震動 
計測震度 5.5 6.0（6弱） 

マグニチュード 9.0 

建物 
被害 

全壊率 
揺    被害 64棟（木造55棟、非木造9棟） 
液状化   被害 30棟（木造29棟、非木造1棟） 

半壊率 
揺    被害 1,083棟（木造1,031棟、非木造53棟） 
液状化   被害 131棟（木造131棟、非木造0棟） 

屋外 
転倒 

塀 
転倒数 657件（ブロック 358、石222、コンクリート 77） 
転倒率     14.1％、石40.0％、コンクリート 13.4％ 

自販機 転倒数 362基（転倒率14.6％） 

落下物 屋外落下物 生  建物 30件（落下率0.6％） 

人的 
被害 

    夏 12時 

建物倒壊による被害 
死者2人、負傷者138人、重傷者16人 
    塀 自動販売機等 転倒 屋外落下物   被害
死者0人、負傷者3人、重傷者1人 
屋内収容物移動 転倒 屋内落下物   被害
死者0人、負傷者68人、重傷者11人 
揺    建物被害 伴 要救助者 13人 

ケース 冬 18時 

建物倒壊による被害 
死者3人、負傷者149人、重傷者15人 
    塀 自動販売機等 転倒 屋外落下物   被害
死者0人、負傷者9人、重傷者3人 
屋内収容物移動 転倒 屋内落下物   被害
死者1人、負傷者67人、重傷者11人 
揺    建物被害 伴 要救助者 14人 

罹災者数 
（被災後ピークとなる１か月後の避難者数） 

5,226人 

避難所生活者数 
（上記のうち、避難所での生活者数） 

1,568人 

※資料 南海   巨大地震災害対策等検討部会資料
※本市の地震火災、津波による被害は0件 


